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平成 27 年 10 月１日現在で実施した国勢調査の「世帯構造等基本集計」が、９月 27 日に総
務省統計局から公表されました。 
世帯構造等基本集計は、母子・父子世帯、親子の同居等の世帯の状況に関する結果を集計した

ものです。この結果により世帯構造や母子・父子世帯の就業状態等を把握することができます。 
 
 
 
 
 

 
 
○長野県の単独世帯は 22 万 4390 世帯、一般世帯の 27.9％ 
○一人暮らしの高齢者は、単独世帯の 37.5％ 
○親と「同居している」割合は 37.7％ 
○親と「同居している」未婚の者の割合は 35 歳以上で女性より男性が高い 
○子と「同居している」割合は減少傾向 
○中学生以下の子供がいる「母子世帯」は全ての「母子世帯」の約７割 

○「母子世帯」の母親の労働力率は、Ｍ字カーブが見られない 
 
 
 
 
数値の見方 
・ 全国結果の数値は、その表章単位に合わせて公表数値を四捨五入しているため、合計と内 
訳の計は必ずしも一致しない。 

  ただし、増減数・増減率は公表数値から算出している。 
・ 割合は、特に注記がない限り、分母から不詳を除いて算出している。 
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１ 世帯の状況 

 

 

 平成 27 年国勢調査による 10 月１日現在の長野県の世帯数は 80 万 7108 世帯となり、そのうち一

般世帯数は 80 万 5279 世帯、施設等の世帯は 1829 世帯となっています。 

 一般世帯数を世帯の家族類型別にみると、「単独世帯（世帯人員が１人の世帯）」は 22 万 4390 世帯

（一般世帯の 27.9％）、「夫婦と子供から成る世帯」は 21 万 2963 世帯（同 26.5％）、「夫婦のみの世

帯」は 17 万 5185 世帯（同 21.8％）、「ひとり親と子供から成る世帯」は７万 602 世帯（同 8.8％）

となっています。 

 平成 22 年と比べると、「単独世帯」は 2.2 ポイント、「核家族世帯（夫婦のみの世帯、夫婦と子供か

ら成る世帯、ひとり親と子供から成る世帯）」は 0.4 ポイント増加している一方、「その他の世帯（単

独世帯、核家族世帯以外）」は 2.6 ポイント減少となっています。 

 「単独世帯」について長野県と全国の結果を比較すると、6.7 ポイント全国を下回っています。 

 

図１ 一般世帯数における家族類型別の割合の推移（平成 17 年～27 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「単独世帯」は 22 万 4390 世帯、一般世帯の 27.9％ 

長野県 

全 国 
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 一般世帯のうち「単独世帯」「65 歳以上の単独世帯」についてみると、平成 22 年に引き続き増加傾

向となっています。 

 65 歳以上の単独世帯は８万 4134 世帯となり、一般世帯における割合は 10.5％となり平成 22 年

（8.7％）に比べ 1.8 ポイントの増加となっています。 

 長野県と全国の結果を比較すると、65 歳以上の単独世帯の割合は全国より 0.6 ポイント下回ってい

ます。 

 

 単独世帯における 65 歳以上の世帯の割合についてみると 37.5％となり、平成 22 年（33.7％）に

比べ 3.8 ポイントの増加となっています。 

 長野県と全国の結果を比較すると、単独世帯における 65 歳以上の世帯の割合は全国より 5.3 ポイン

ト上回っており、人口に対する 65 歳以上人口の割合（全国 26.6％、長野県 30.1％）が高いことも影

響していると考えられます。 
 
 
図２ 一般世帯における単独世帯の割合の推移及び単独世帯における 65 歳以上の世帯の割合の 

推移（平成２年～27 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

65 歳以上の単独世帯は、単独世帯の 37.5％ 

一般世帯における 
単独世帯の割合 
（％） 

単独世帯における 
65 歳以上の世帯 
の割合 

（％） 長野県 

全 国 （％） （％） 
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２ 親子の同居・非同居 

 
 
 

 長野県の総人口における親との同居についてみると、親と「同居している」者は 78 万 8855 人（総

人口から同居・非同居が判定できない者を除いた人口の 37.7％）となり、平成 22 年に引き続き減少

しており、平成 27 年は 40％を下回っています。 

 長野県と全国の結果を比較すると、親と「同居している」割合は全国より 3.9 ポイント高くなって

います。 
 
 
図３ 親との同居・非同居別人口の推移（平成 17 年～27 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

親と「同居している」割合は 37.7％ 

長野県 

全 国 
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 親との同居について男女別にみると、親と「同居している」者は男性は 41 万 5881 人（総人口から

同居・非同居が判定できない者を除いた人口の 40.8％）、女性は 37 万 2974 人（同 34.7％）となっ

ており、男性は女性に比べ 6.1 ポイント高くなっています。 

 長野県と全国の結果を比較すると、男性は 4.7 ポイント、女性は 3.1 ポイント、親と「同居してい

る」割合が全国に比べ高くなっています。 
 
 
図４ 男女別親との同居・非同居の割合（平成 27 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

親と「同居している」者は女性より男性が多い 

長野県 

全 国 
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親と「同居している」者のうち未婚の者についてみると、男性は 30 万 7158 人、女性は 25 万 8779

人となり、平成 22 年（男性 32 万 4729 人、女性 27 万 5565 人）に比べ男女共に減少となっていま

す。 

親と「同居している」20 歳以上の者の割合（総人口から同居・非同居が判定できない者を除いた人

口）を男女、年齢（５歳階級）別にみると、男性は 20～34 歳で緩やかに増加し 35～39 歳の 72.5％

をピークにその後は年齢階級が上がるに従い減少しています。一方、女性は、25～29 歳の 73.9％を

ピークに減少となっています。男女を比較すると、女性は男性よりも若い年齢階級での親との同居の

割合が高くなっていますが、35 歳以上では女性より男性が高くなっています。 

平成 22 年と比較すると、男女共に「同居している」割合は増加傾向となっています。 

長野県と全国の結果を比較すると、15 歳未満の年齢階級を除いた全ての年齢階級で全国よりも割合

が高くなっています。 
 
 
図５ 年齢（５歳階級）、男女別親と「同居している」未婚の者の割合（平成 22、27 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ※グラフ内の数字 上段：平成 27 年 下段：平成 22 年 
 

親と「同居している」未婚の者の割合は 35 歳以上で女性より男性が高い 

長野県 

全 国 

男 女 

女 男 
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子と「同居している」者は 79 万 6938 人となり総人口から同居・非同居の判定ができない者を除い

た人口の 38.1％となっています。そのうち、有配偶の者が 65 万 7006 人、死別・離別の者が 13 万

5111 人となっています。 

子と「同居している」有配偶の者の割合を男女、年齢（５歳階級）別にみると、各年齢階級の人口

に対する割合が最も高いのは男女共に 40～44 歳（男性 81.9％、女性 85.0％）となっており、平成

22 年と比較すると男女共減少傾向となっています。 

子と「同居している」死別・離別の者の割合を男女、年齢（５歳階級）別にみると、年齢が高くな

るにつれ割合が高くなる傾向となっており、平成 22 年と比較すると男性はほぼ全年齢階級で、女性は

45 歳以上で減少となっています。 

長野県と全国の結果を比較すると、有配偶、死別・離別共に子と「同居している」者の割合は高く

なっています。 
 
 
図６ 配偶関係、年齢（５歳階級）、男女別子と「同居している」者の割合（平成 22、27 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ※グラフ内の数値は平成 27 年 

 
 

  

子と「同居している」有配偶の者の割合は、男女共に減少傾向 
子と「同居している」死別・離別の者の割合は、男女共に減少傾向にあり、特に男
性の 65～69 歳は減少 

 

長野県 
男 女 

全 国 
男 女 
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３ 母子・父子世帯 

 
 
 

 「母子世帯」１万 997 世帯における子供の数別の割合をみると、子供１人の世帯が 51.7％と最も多

く、子供の数が増えるにしたがって割合は低くなっています。 

 長野県と全国の結果を比較すると、子供１人の世帯は 2.1 ポイント低くなっていますが、３人以上

の世帯は 0.8 ポイント高くなっています。 

 「父子世帯」1320 世帯における子供の数別の割合を見ると、子供１人の世帯が 55.5％と母子世帯

と同様に最も多くなっています。 

 長野県と全国の結果を比較すると、子供１人の世帯は 1.8 ポイント低くなっていますが、３人以上

の世帯は 0.5 ポイント高くなっています。 
 
 
図７ 母子世帯、父子世帯における子供の数別割合（平成 27 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 また、「母子世帯」「父子世帯」それぞれについて、最年少の子供の年齢別にみると、「母子世帯」「父

子世帯」共に最年少の子供が小学生・中学生の年齢にあたる６～14 歳の世帯が５割を超える（母子世

帯 53.9％、父子世帯 52.2％）結果となっており、最年少の子供が中学生以下の世帯は「母子世帯」

で 70.1％、「父子世帯」で 58.3％となっています。 

 長野県と全国の結果を比較すると、最年少の子供が中学生以下の世帯は「母子世帯」で 0.6 ポイン

ト（全国 70.7％）「父子世帯」で 0.1 ポイント（全国 58.4％）下回っています。 
 
 
図８ 母子世帯、父子世帯における最年少の子供の年齢別割合（平成 27 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

「母子世帯」の約７割、「父子世帯」の約６割は中学生以下の子供がいる 

全 国 長野県 

長野県 全 国 
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 「母子世帯」と「母子世帯（他の世帯員がいる世帯を含む）」の母親の労働力率を年齢（５歳階級）

別にみると、「母子世帯」では 15～19 歳が０％と女性全体を下回っていますが、20 歳以上では全て

の年齢階級で女性全体を上回っており、25～54 歳では 90％を超える高い割合となっています。また、

「母子世帯（他の世帯員がいる世帯を含む）」では 15～19 歳で 42.9％と女性全体を大幅に上回って

おり、20～24 歳で女性全体と同程度の割合になるものの、その後は高い割合で推移しています。 

 長野県と全国の結果を比較すると、「母子世帯」は 20 歳以上で、「母子世帯（その他の世帯員がいる

世帯を含む）」は 30 歳以上でそれぞれ全国を上回っています。 

 

 「母子世帯」と「母子世帯（他の世帯員がいる世帯を含む）」女性の労働力率の推移は、女性全体の

労働力率の特徴であるＭ字カーブが見られません。 
 
 
図９ 母子世帯の母及び女性全体の年齢（５歳階級）別労働力率（平成 27 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
表１ 母子世帯の母及び女性全体の年齢（５歳階級）、労働力状態別人口及び労働力率 
    －長野県（平成 27 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 1) 労働力状態「不詳」を含む。 

「母子世帯」の母親の労働力率は女性全体に比べ高く、Ｍ字カーブは見られない 

長野県 全 国 
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＜用語の解説＞ 

 
世帯の種類 

  国勢調査では、世帯を「一般世帯」と「施設等の世帯」の２種類に区分している。 

  「一般世帯」とは、「施設等の世帯」以外の世帯をいう。 

  「施設等の世帯」とは、学校の寮・寄宿舎の学生・生徒、病院・療養所などの入院者、社

会施設の入所者、自衛隊の営舎内・艦船内の居住者、矯正施設の入所者などから成る世帯を

いう。 

 

母子世帯・父子世帯 

 （１）母子世帯 

    未婚、死別又は離別の女親と、その未婚の 20 歳未満の子供のみから成る一般世帯 

 （２）父子世帯 

    未婚、死別又は離別の男親と、その未婚の 20 歳未満の子供のみから成る一般世帯 

 （３）母（父）子世帯（他の世帯員がいる世帯を含む） 

    「母子世帯」及び「父子世帯」に、未婚、死別又は離別の女（男）親と、その未婚の

20 歳未満の子供及び他の世帯員（20 歳以上の子供を除く）から成る一般世帯を含めた

世帯 

 

３世代世帯 

  「３世代世帯」とは、世帯主との続き柄が、祖父母、世帯主の父母（又は世帯主の配偶者

の父母）、世帯主（又は世帯主の配偶者）、子（又は子の配偶者）及び孫の直系世代のうち、

三つ以上の世代が同居していることが判定可能な世帯をいい、それ以外の世帯員がいるか否

かは問わない。したがって、４世代以上が住んでいる場合も含む。また、世帯主の父母、世

帯主、孫のように、子（中間の世代）がいない場合も含む。一方、叔父、世帯主、子のよう

に、傍系となる３世代世帯は含まない。 

 

 

その他の用語 

  その他の用語は、『平成 27 年国勢調査 調査結果の利用案内 －ユーザーズガイド－』を

参照。 

  http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2015/users-g.htm 


